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一
般
会
計
の
決
算
が
確
定
し
ま
し
た

　

一
般
会
計
は
、
市
の
通
常
の
業
務
に
使

わ
れ
る
会
計
で
、
平
成
26
年
度
決
算
の
収

支
は
約
11
億
円
の
黒
字
に
な
り
ま
し
た
。

　

前
年
度
の
決
算
額
と
比
較
す
る
と
、
歳

入
が
約
16
億
円
、
歳
出
が
約
21
億
円
増
加

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
臨
時
福
祉
給
付
金

の
給
付
や
鶴
城
小
学
校
の
校
舎
な
ど
の
建

設
工
事
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
事
業
に

伴
う
歳
入
・
歳
出
が
大
幅
に
増
加
し
た
こ

と
が
主
な
理
由
で
す
。

歳
入

　

歳
入
の
中
心
で
あ
る
市
税
に
つ
い
て
は
、

企
業
業
績
の
回
復
な
ど
に
よ
り
法
人
市
民

税
が
増
加
し
、
ま
た
、
新
築
・
増
築
件
数

が
増
え
た
こ
と
で
固
定
資
産
税
が
増
加
し

ま
し
た
が
、
雑
所
得
や
農
業
所
得
の
減
少

の
影
響
で
個
人
市
民
税
は
減
少
し
ま
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
地
方
交
付
税
は
微
増
し
、
基

金
か
ら
の
繰
入
金
と
、
学
校
施
設
建
設
な

ど
の
た
め
市
債
が
大
幅
に
増
加
し
ま
し
た
。

歳
出

　

震
災
か
ら
の
早
期
復
興
を
目
指
し
、
前

年
度
に
引
き
続
き
原
発
事
故
に
よ
る
各
種

産
業
へ
の
風
評
の
払
し
ょ
く
や
、
放
射
線

か
ら
健
康
を
守
る
た
め
の
取
り
組
み
を
実

施
し
ま
し
た
。
ま
た
、
地
域
の
活
性
化
を

図
る
た
め
に
、
各
種
産
業
の
振
興
や
企
業

誘
致
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
利
活
用
、
人
材
育
成
、

子
育
て
支
援
な
ど
の
分
野
で
、
重
点
的
な

取
り
組
み
を
行
い
ま
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
基
金
へ
の
積
立
金
の
減
少

な
ど
で
総
務
費
が
減
少
し
ま
し
た
が
、
臨

時
福
祉
給
付
金
や
子
育
て
世
帯
臨
時
特
例

給
付
金
を
給
付
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
民

生
費
が
増
加
し
た
ほ
か
、
学
校
の
耐
震
補

強
工
事
や
鶴
城
小
学
校
の
校
舎
な
ど
の
建

設
工
事
で
教
育
費
が
増
加
し
た
こ
と
な
ど

で
歳
出
総
額
は
大
幅
に
増
加
し
ま
し
た
。

将
来
の
負
担
を

増
や
さ
な
い
た
め
に

　

公
共
施
設
の
整
備
や
大
規
模
な
改
修
工

事
を
行
う
場
合
は
、
そ
の
年
の
税
収
な
ど

だ
け
で
は
負
担
が
大
き
い
た
め
市
債
を
発

行
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
市
債
は
返
済

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
市
で
は
、
将

来
の
負
担
を
増
や
さ
な
い
た
め
に
市
債
残

高
の
低
減
を
図
る
と
と
も
に
、
市
債
の
返

済
に
活
用
で
き
る
減
債
基
金
へ
４
億
７
千

万
円
の
積
み
立
て
を
行
い
ま
し
た
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・
１
２

０
３
）

歳出の主な事業

　市債と　公債費について
　その年度に借り入れるお金を「市債」、返済するお

金を「公債費」と呼びます〈左のグラフ参照〉。市債は、

大規模な建設などに充てるために借り入れられるも

のです。市債残高は年々減少傾向にあり、平成２６

年度も減らすことができました〈下のグラフ参照〉。

会計区分 歳入 歳出
国民健康保険 １３１億８，５２４万円１３０億９，３９９万円

湊町簡易水道 ５７０万円 ３８１万円

西田面簡易水道 ３，２８１万円 ３，０３９万円
観光施設 ３億５，１１５万円 ３億３，３４６万円
下水道 ３７億９，６５０万円 ３７億１，２５６万円
地方卸売市場 １億９，４８３万円 １億８，９３０万円
扇町土地区画整理 １６億２，４５０万円 １５億９，８４７万円
農業集落排水 ３億８，６１０万円 ３億６，９４９万円
介護保険 １０４億５，９２６万円１０２億２，８００万円
個別生活排水 ２億２，６６５万円 ２億１，１５５万円
三本松地区宅地整備 １億２，５５９万円 ６９万円
後期高齢者医療 １２億２，１８８万円 １２億１，４０３万円

合計 ３１６億１，０２１万円３０９億８，５７４万円

税 目 収 入 済 額 割 合
個 人 市 民 税 ５１億 ６，４４７万円 ３３．６％

法 人 市 民 税 １２億 ８，６３０万円 ８．４％

固 定 資 産 税 ７５億 １，５６１万円 ４８．９％

軽 自 動 車 税 ２億 ３，５８３万円 １．５％

市 た ば こ 税 １０億 ５，６０７万円 ６．９％

入 湯 税 １億 ４８３万円 ０．７％

合　　計 １５３億 ６，３１１万円 １００％

Ｂ　公債費
５３億７，２４９万円

（１１．０％）

地方交付税
１１５億４，９６７万円

（２３．０％）

市税
１５３億６，３１１万円

（３０．５％）

国庫支出金
７３億９，８７１万円

（１４．７％）

市債
４３億７，０４０万円

（８．７％）

県支出金
３６億８，１６７万円

（７．３％）

繰越金
１７億９，０１０万円

（３．６％）

地方消費税交付金
１４億８，９７５万円

（３．０％）

そのほか
３３億９，００９万円

（６．７％）

繰入金
１２億４，７０２万円

（２．５％）

民生費
１８２億５，２３４万円

（３７．２％）

総務費
６０億１，３８３万円

（１２．３％）

教育費
５０億２，４０８万円

（１０．２％）

土木費
４４億３，４００万円

（９．０％）

衛生費
３１億４，５６９万円

（６．４％）

商工費
２０億１，９７７万円

（４．１％）

消防費
１６億９，４３３万円

（３．５％）

農林水産業費
１５億７，３４０万円

（３．２％） 災害復旧費
１０億３，１０９万円

（２．１％）

そのほか（議会費、労働費）
５億１９９万円
（１．０％）

　 　 　 　 ▼児童手当に…２０億１，９２８万円 ▼障がい者
総合支援給付に…１６億４，４４５万円 ▼後期高齢者医療
に…１５億３，１５１万円 ▼ 子ども医療費に…６億８０２万

円 ▼児童健全育成事業に…２億１５５万円

民生費

　 　 　 　 ▼道路や歩道の整備に…２億８，３２６万円 ▼

城前団地の建て替えに…２億１，８８４万円

土木費

　 　 　 　 ▼鶴城小学校の建て替えに…７億６，２９６万

円 ▼ 学校施設の耐震化に…７億２，８２６万円 ▼あい
づっこ人材育成プロジェクトのために…２，００９万円

教育費

　 　 　 　 ▼廃棄物の収集や処理に…５億４，６７９万円

▼予防接種に…３億５９３万円

衛生費

　 　 　 　 ▼観光振興に…１億８，８９５万円 ▼企業誘致
促進に…１億３，１２９万円 ▼ＩＴ産業の振興に…１億

１，３０９万円 ▼地場産業の振興に…６，４４３万円 ▼デス
ティネーションキャンペーンの推進に…２，４３５万円

商工費

　 　 　 　 ▼消防施設整備に…３，２３３万円 ▼家庭用防
災カルテ作成などの地域防災対策に…１，０１１万円

消防費

　 　 　 　 　 　 ▼雪害対策に…９億８，９４２万円 ▼文化
施設の災害復旧に…２，９９８万円
災害復旧費

　 　 　 　 　 　 　 ▼農産物の風評被害対策に…５，６７６

万円 ▼鳥獣被害対策に…３５０万円

農林水産業費

　 　 　 　 ▼ 市債返済のための基金への積み立てに…
４億７，３５０万円 ▼食品などの放射能検査に…１，５７４万

円 ▼スマートシティ会津若松の推進のために…７１６万円

総務費

特別会計の平成２６年度決算

老朽化が進む城前団地は、入居者が安心して暮らせ
るよう順次建て替えを行っています。屋根には太陽光
パネルを設置するなど、環境にも配慮しています

平成２６年度一般会計の 歳入と歳出の内訳
市税の内訳と割合

Ａ Ｂ

Ａ

平成２６年度会計の
決算を報告します

　市の平成２６年度の決算額が確定しました。ここでは一般会計と国民健康保険特別
会計・介護保険特別会計の決算の概要と、市の財政状況についてお知らせします。
※国民健康保険と介護保険の特別会計の決算は４～５ページを参照。そのほかの特別会計の決算につい
ては、３ページ左下をご覧ください。詳しい市の財政状況は、６～７ページでお知らせします

歳入総額
５０２億８，０５２万円

歳出総額
４９０億６，３０１万円

市債残高の推移

市債残高

４１６億３，２３３万円

３３万９，１２５円

市民１人当たりの市債残高
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【歳入】 ▼国民健康保険税…国民健康保険制
度に要する費用に充てるため、国保加入者
が納める税金 ▼国庫・県支出金…国や県が
基準に基づいて医療費の一部を負担するお
金 ▼ほかの保険からの交付金…退職被保険
者や６５歳以上７５歳未満の被保険者の医療
費の一部を社会保険などが負担するお金 ▼

繰入金…市の一般会計から一定の基準に基

づいて繰り入れるお金

【歳出】 ▼保険給付費…国保加入者が病院な
どで支払う自己負担額以外の医療費や出産
一時金、葬祭費など ▼後期高齢者支援金等
…７５歳以上の人（一定の障がいのある人は
６５歳以上）が対象となる後期高齢者医療制
度を支えるために、国保が負担するお金 ▼

介護納付金…介護保険制度を支えるために
国保が負担するお金

国保税の課税額と医療費などの関係

特定健康診査受診の有無による
1 人当たりの年間医療費の比較

▼歳出総額
１３０億９，３９９万円（１００％）

▼歳入総額
１３１億８，５２４万円（１００％）

要介護認定者数

介護サービスの利用者数

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

２６年度

居宅介護
サービス

施設介護
サービス

【歳入】 ▼国庫・県支出金…一定の基準に基

づいて国や県が負担するお金 ▼繰入金…市

の一般会計から一定の基準に基づいて繰り

入れるお金

【歳出】 ▼保険給付費…介護サービスにかか

る費用や、利用者の自己負担が一定額を超

えた際に支払われる高額介護サービス費な

ど ▼ 地域支援事業費…運動教室や講座な

ど、介護予防のための事業に使われるお金

▼基金積立金…保険給付費などの将来の増

加に備えるために積み立てるお金

※ジェネリック医薬品…新薬の特許が切れた後、それと同等の有効成分・効能を持つと認められた医薬品。後発医薬品とも呼ばれる

▼歳入総額
１０４億５，９２６万円（１００％）

▼歳出総額
１０２億２，８００万円（１００％）

２５年度

※

国保税の収入状況と増額比較
年
度 区分 課税額 収入済額 収納率 不納欠損額 収入未済額

26
年
度

現年度分 ２６億４，２６０万円 ２４億２，３０４万円 ９１．７％ ３１万円 ２億２，１４１万円

滞納繰越分 ８億４，９１９万円 １億７，２４６万円 ２０．３％ ６，１５４万円 ６億１，５２４万円

合計 ３４億９，１７９万円 ２５億９，５５０万円 ７４．３％ ６，１８５万円 ８億３，６６５万円

25
年
度

現年度分 ２７億９，９４４万円 ２５億６，９９１万円 ９１．８％ ３５万円 ２億３，１８１万円

滞納繰越分 ８億５，７４７万円 １億６，５０９万円 １９．３％ ５，５０１万円 ６億３，７４４万円

合計 ３６億５，６９１万円 ２７億３，５００万円 ７４．８％ ５，５３６万円 ８億６，９２５万円
比
較
増
減

現年度分 ▲１億５，６８４万円 ▲１億４，６８７万円 ▲０．１％ ▲４万円 ▲１，０４０万円

滞納繰越分 ▲８２８万円 ７３７万円 １．１％ ６５３万円 ▲２，２２０万円

合計 ▲１億６，５１２万円 ▲１億３，９５０万円 ▲０．５％ ６４９万円 ▲３，２６０万円

被保険者の状況
区　分 ２５年度 ２６年度

加入状況
（年間平均）

世帯数 １９，６７７世帯１９，１９７世帯

被保険者数 ３３，９０８人 ３２，５５３人

医療給付
（１人当たり）

医療費 ３０４，４８６円３１２，０５７円

受診件数 １５．６８件 １６．１８件

２５年度

２６年度

医
療
費
が
増
加
し
て
い
ま
す

　

国
民
健
康
保
険（
以
下
、「
国
保
」）は
、

社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い
人
が

加
入
す
る
医
療
保
険
で
す
。
国
保
の
歳
入

の
主
な
も
の
は
、
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
納

め
る
国
保
税
と
、
国
や
県
な
ど
か
ら
の
支

出
金
で
す
。
国
保
の
加
入
者
が
病
院
な
ど

で
支
払
う
お
金
は
、
か
か
っ
た
費
用
の
３

割
で
、
残
り
は
国
保
か
ら
支
払
わ
れ
ま
す
。

70
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
人
は
、
医
療
費
の

自
己
負
担
額
が
１
割
ま
た
は
２
割（
一
定

の
所
得
が
あ
る
人
は
３
割
）で
す
。
ま
た
、

当
分
の
間
、
18
歳
以
下
の
全
て
の
人
の
医

療
費
の
自
己
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

平
成
26
年
度
の
国
保
特
別
会
計
は
、
被

保
険
者
数
の
減
少
な
ど
で
歳
入
歳
出
総
額

が
前
年
度
よ
り
減
少
し
ま
し
た
。
し
か
し
、

一
人
当
た
り
の
医
療
費
は
、
高
齢
化
や
医

療
の
高
度
化
な
ど
に
よ
り
伸
び
て
い
ま
す
。

　

医
療
費
が
増
え
れ
ば
、
皆
さ
ん
の
負
担

も
大
き
く
な
り
ま
す
。
医
療
費
を
抑
え
る

た
め
に
も
、
特
定
健
康
診
査
を
受
診
し
、

必
要
な
特
定
保
健
指
導
を
受
け
ま
し
ょ

う
。
生
活
習
慣
病
の
前
段
階
で
あ
る
メ
タ

ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム（
内
臓
脂
肪
症

候
群
）を
予
防
・
改
善
す
る
こ
と
や
、
ジ
ェ

ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
利
用
す
る
こ
と
も
、

医
療
費
の
抑
制
に
つ
な
が
り
ま
す
。
か
か

り
つ
け
医
と
相
談
し
な
が
ら
、
医
療
費
を

減
ら
す
た
め
に
取
り
組
ん
で
み
ま
せ
ん
か
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
国
保
年
金
課（
☎
39
・

１
２
４
４
）

グラフの用語解説

グラフの用語解説

介
護
を
み
ん
な
で
支
え
る
仕
組
み

　

介
護
保
険
は
、
介
護
を
社
会
全
体
で
支

え
合
う
た
め
の
保
険
制
度
で
す
。
40
歳
以

上
の
全
て
の
人
は
介
護
保
険
に
加
入
し
ま

す
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
た
人
が
支

払
う
お
金
は
、
か
か
っ
た
費
用
の
１
割
ま

た
は
２
割
で
、
残
り
は
介
護
保
険
か
ら
支

払
わ
れ
ま
す
。
本
市
で
は
、
高
齢
者
人
口

の
伸
び
と
と
も
に
介
護
が
必
要
な
人
も

年
々
増
え
、
加
入
者
が
介
護
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
た
と
き
に
支
払
わ
れ
る
保
険
給
付
費

も
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
の
介
護
保
険
特
別
会
計
の

歳
入
で
最
も
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る

の
は
、
40
歳
以
上
65
歳
未
満
の
人
が
そ
れ

ぞ
れ
医
療
保
険
に
上
乗
せ
し
て
納
め
て
い

る「
支
払
基
金
交
付
金
」で
す
。
65
歳
以
上

の
人
が
納
め
る
保
険
料
と
合
わ
せ
る
と
、

歳
入
全
体
の
半
分
近
く
を
占
め
て
い
ま

す
。
ま
た
、
歳
出
の
約
９
割
を
占
め
る
の

は
保
険
給
付
費
で
す
。

　

介
護
保
険
を
支
え
て
い
る
の
は
、
皆
さ

ん
の
納
め
る
介
護
保
険
料
で
す
。
特
別
な

事
情
が
な
い
の
に
も
か
か
わ
ら
ず
保
険
料

の
滞
納
を
続
け
る
と
、
介
護
に
か
か
る
費

用
を
い
っ
た
ん
全
額
支
払
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
か
っ
た
り
、
自
己
負
担
が
３
割
に
な

る
な
ど
の
措
置
が
と
ら
れ
た
り
し
ま
す
。

介
護
保
険
料
は
忘
れ
ず
に
納
期
内
に
納
め

て
く
だ
さ
い
。

◉
問
い
合
わ
せ
…
高
齢
福
祉
課（
☎
39
・

１
２
４
２
）

介護保険料の収入状況
年
度 区分 納めるべき保険料 収入済額 収納率 不納欠損額 収入未済額

26
年
度

現年度分 １８億２，７３１万円１８億 ２４１万円 ９８．６％ ０円 ２，７５３万円

滞納繰越分 ４，７３８万円 ５５４万円 １１．７％ １，８６５万円 ２，３１９万円

合計 １８億７，４６９万円１８億 ７９５万円 ９６．４％ １，８６５万円 ５，０７２万円

25
年
度

現年度分 １７億７，６２７万円１７億５，２９４万円 ９８．７％ ０円 ２，５９７万円

滞納繰越分 ４，３０５万円 ４６７万円 １０．９％ １，６９２万円 ２，１４５万円

合計 １８億１，９３２万円１７億５，７６１万円 ９６．６％ １，６９２万円 ４，７４２万円
比
較
増
減

現年度分 ５，１０４万円 ４，９４７万円 ▲０．１％ ０円 １５６万円

滞納繰越分 ４３３万円 ８７万円 ０．８％ １７３万円 １７４万円

合計 ５，５３８万円 ５，０３４万円 ▲０．２％ １７３万円 ３３０万円

１，３４４人

１，４３１人

９０９人

９８０人

１，２９７人

１，３２１人

１，００７人

９８０人

７７６人

７５６人

８７２人

９１８人

６３１人

６４９人

国保税
３４億

９，１７９万円

受診者

医療費など
１１０億

１，９８４万円

未受診者

　保険給付費
８４億６，９２５万円

１２万６，０９６円

 介護納付金
８億２，００４万円

 ３万７，８７２円 

後期高齢者支援金等
１７億３，０５５万円

４，７２３人

４，７５６人 １，０５９人

１，０５３人

そのほかの歳入
２億２，３３０万円（２．１％）

国庫支出金
２５億１，４２６万円

（２４．０％）

県支出金
１４億７，４３３万円

（１４．１％）

繰入金
１６億５，７３８万円（１５．９％）

保険料
１８億７９５万円（１７．３％）

支払基金交付金
２７億８，２０４万円

（２６．６％）

基金積立金　
１億３，２１９万円（１．３％）

地域支援事業費
１億９，０５２万円（１．８％）

国庫支出金
３４億９，２０９万円

（２６．５％）
県支出金

７億８，５０２万円
（６．０％）

ほかの保険
からの交付金

３６億２，６７２万円
（２７．５％）

繰入金
１１億４，８８３万円（８．７％）

そのほかの歳入
１５億３，７０８万円（１１．６％）

国民健康保険税
２５億９，５５０万円（１９．７％）

保険給付費
８４億６，９２５万円

（６４．７％）

後期高齢者支援金等
１７億３，０５５万円（１３．２％）

介護納付金
８億２，００４万円（６．３％）

そのほかの歳出
２０億７，４１５万円（１５．８％）

保険給付費
９５億２，８２５万円

（９３．２％）

そのほかの歳出
３億７，７０４万円（３．７％）

国民健康保険特別会計の
　　　　　平成２６年度決算の概要

介護保険特別会計の
　　　　　平成２６年度決算の概要被保険者数

区　分 ２５年度 ２６年度
７５歳以上 １７，６８９人１７，８１０人
６５歳以上７５歳未満 １５，３０７人１５，９７５人
４０歳以上６５歳未満 ４２，２７８人４１，５４２人

歳
入

歳
出

歳
出

歳
入


